
議案第６３号 

 

青梅市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を

改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

  平成２９年２月２０日 

 

提出者 青梅市長 浜 中 啓 一 

 

（説明） 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法

律の一部改正および東京都職員の休暇制度等が改められたことを踏まえ、

市職員の休暇制度等を見直したいので、この条例案を提出いたします。 

 

 

 

青梅市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を

改正する条例 

青梅市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和２６年条例第

４１号）の一部を次のように改正する。 

第１８条の５第１項中「していない」を「しない」に、「一つ」を「一」

に改め、同条第２項中「、介護休暇の期間の初日から２年間に限り」を削

る。 

第１８条の６第１項中「任命権者は、」の次に「職員が」を加え、同条の

次に次の１条を加える。 

（介護時間） 

第１８条の６の２ 任命権者は、職員が要介護者の介護をするため勤務し

ないことが相当であると認められるときは、１日の勤務時間の一部につ

いて勤務しないこと（以下この条において「介護時間」という。）を承

認することができる。 



２ 介護時間は、要介護者の各々が２週間以上にわたり介護を必要とする

一の継続する状態ごとに、介護時間取得の初日から連続する３年の期間

内において承認する。 

３ 介護時間の承認は、正規の勤務時間の始めまたは終わりにおいて、最

大２時間まで、３０分を単位として行うものとする。 

４ 第１５条第１項の規定による育児時間または青梅市職員の育児休業等

に関する条例（平成４年条例第３０号）第９条に規定する部分休業を承

認されている職員に対する介護時間の承認については、１日につき２時

間から当該育児時間または部分休業を減じた時間を超えない範囲内で

行うものとする。 

５ 任命権者は、介護時間を承認し、または利用の状況を確認するため、

介護を必要とすることを証する証明書等の提出を求めることができる。 

６ 介護時間の申請は、これを利用する日の前日までに別に定める様式に

より行うものとする。 

７ 職員は、申請事由に変更が生じた場合には、別に定める様式により任

命権者に届け出なければならない。 

第１９条の２第４項中「第１項および前項」を「前３項」に改め、「にお

ける」と、」の次に「第２項中「３歳に満たない子のある職員が、市規則

で定めるところにより、当該子を養育」とあるのは「要介護者のある職員

が、市規則で定めるところにより、当該要介護者を介護」と、」を加える。 

付 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 



 

議 案 第 ６ ３ 号 

参 考 資 料 

青梅市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を

改正する条例要綱 

１ 改正の理由 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する

法律（平成３年法律第７６号）の一部改正および東京都職員の休暇制度

等が改められたことを踏まえ、市職員の休暇制度等を見直そうとするも

のである。  

２ 改正の内容 

(1) 介護休暇の見直し（第１８条の５関係） 

更新可能期間の上限を撤廃する。（現行：介護休暇の初日から２年間） 

(2) 介護時間の新設（第１８条の６の２関係） 

ア 任命権者は、職員が連続する３年の期間内において、２週間以上

にわたり介護を必要とする者の介護のため１日につき２時間以内

（３０分単位）で勤務しないこと（以下「介護時間」という。）を

承認することができる。 

イ 育児時間または部分休業と同日に介護時間を利用する場合は、１

日につき合計で２時間の取得を限度とする。 

(3) 介護を行う職員の時間外勤務の制限にかかる規定の追加（第１９条

の２関係） 

任命権者は、要介護者を介護する職員が、当該要介護者を介護する

ために請求した場合には、当該請求をした職員の業務を処理するため

の措置を講ずることが著しく困難である場合を除き、時間外勤務をさ

せてはならない。 

３ 施行期日 

平成２９年４月１日 
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議案第６３号

参 考 資 料

青梅市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

○青梅市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和26年条例第41号） 

改正後 現行 備考 

   

（介護休暇） （介護休暇）  

第18条の５ 任命権者は、職員がその配偶者（届出をしない  が事実

上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）または２親等内の親族で

疾病、負傷または老齢により日常生活を営むことに支障がある者（各々

が２週間以上にわたり介護を必要とする一  の継続する状態にある者

に限る。以下「要介護者」という。）の介護をするため、勤務しない

ことが相当と認められる場合における休暇として、介護休暇を与える

ことができる。 

第18条の５ 任命権者は、職員がその配偶者（届出をしていないが事実

上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）または２親等内の親族で

疾病、負傷または老齢により日常生活を営むことに支障がある者（各々

が２週間以上にわたり介護を必要とする一つの継続する状態にある者

に限る。以下「要介護者」という。）の介護をするため、勤務しない

ことが相当と認められる場合における休暇として、介護休暇を与える

ことができる。 

 

２ 介護休暇は、要介護者の各々が２週間以上にわたり前項に規定する

介護を必要とする一つの継続する状態ごとに、連続する６月の期間内

において必要と認められる期間および回数について承認する。ただし、

６月の期間経過後であつても                   

  、さらに２回まで通算180日（６月の期間内においてすでに承認し

た期間を含む。）を限度として承認することができる。 

２ 介護休暇は、要介護者の各々が２週間以上にわたり前項に規定する

介護を必要とする一つの継続する状態ごとに、連続する６月の期間内

において必要と認められる期間および回数について承認する。ただし、

６月の期間経過後であつても、介護休暇の期間の初日から２年間に限

り、さらに２回まで通算180日（６月の期間内においてすでに承認した

期間を含む。）を限度として承認することができる。 

 

３～10  略 ３～10  略  

   

（短期の介護休暇） （短期の介護休暇）  

第18条の６ 任命権者は、職員が要介護者の介護、要介護者の通院等の

付添い、要介護者が介護サービスの提供を受けるために必要な手続の

代行およびその他の要介護者の必要な世話を行うために勤務しないこ

とが相当であると認められる場合は、短期の介護休暇を与えることが

できる。 

第18条の６ 任命権者は、      要介護者の介護、要介護者の通院等の

付添い、要介護者が介護サービスの提供を受けるために必要な手続の

代行およびその他の要介護者の必要な世話を行うために勤務しないこ

とが相当であると認められる場合は、短期の介護休暇を与えることが

できる。 

 

２ 略 ２ 略  

   

（介護時間）   

第18条の６の２ 任命権者は、職員が要介護者の介護をするため勤務し

ないことが相当であると認められるときは、１日の勤務時間の一部に
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ついて勤務しないこと（以下この条において「介護時間」という。）

を承認することができる。 

２ 介護時間は、要介護者の各々が２週間以上にわたり介護を必要とす

る一の継続する状態ごとに、介護時間取得の初日から連続する３年の

期間内において承認する。 

  

３ 介護時間の承認は、正規の勤務時間の始めまたは終わりにおいて、

最大２時間まで、30分を単位として行うものとする。 

  

４ 第15条第１項の規定による育児時間または青梅市職員の育児休業等

に関する条例（平成４年条例第30号）第９条に規定する部分休業を承

認されている職員に対する介護時間の承認については、１日につき２

時間から当該育児時間または部分休業を減じた時間を超えない範囲内

で行うものとする。 

  

５ 任命権者は、介護時間を承認し、または利用の状況を確認するため、

介護を必要とすることを証する証明書等の提出を求めることができ

る。 

  

６ 介護時間の申請は、これを利用する日の前日までに別に定める様式

により行うものとする。 

  

７ 職員は、申請事由に変更が生じた場合には、別に定める様式により

任命権者に届け出なければならない。 

  

   

（育児または介護を行う職員の深夜勤務および時間外勤務の制限） （育児または介護を行う職員の深夜勤務および時間外勤務の制限）  

第19条の２ 略 第19条の２ 略  

２および３  略 ２および３  略  

４ 前３項          の規定は、要介護者を介護する職員について準用

する。この場合において、第１項中「小学校就学の始期に達するまで

の子のある職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜（午

後10時から翌日の午前５時までの間をいう。以下この項において同

じ。）において常態として当該子を養育することができるものとして

市規則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。）が、市

規則で定めるところにより、当該子を養育」とあるのは「要介護者の

ある職員が、市規則で定めるところにより、当該要介護者を介護」と、

「深夜における」とあるのは「深夜（午後10時から翌日の午前５時ま

での間をいう。）における」と、第２項中「３歳に満たない子のある

職員が、市規則で定めるところにより、当該子を養育」とあるのは「要

介護者のある職員が、市規則で定めるところにより、当該要介護者を

４ 第１項および前項の規定は、要介護者を介護する職員について準用

する。この場合において、第１項中「小学校就学の始期に達するまで

の子のある職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜（午

後10時から翌日の午前５時までの間をいう。以下この項において同

じ。）において常態として当該子を養育することができるものとして

市規則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。）が、市

規則で定めるところにより、当該子を養育」とあるのは「要介護者の

ある職員が、市規則で定めるところにより、当該要介護者を介護」と、

「深夜における」とあるのは「深夜（午後10時から翌日の午前５時ま

での間をいう。）における」と、                 
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介護」と、前項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が、

市規則で定めるところにより、当該子を養育」とあるのは「要介護者

のある職員が市規則で定めるところにより、当該要介護者を介護」と

読み替えるものとする。 

     前項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が、

市規則で定めるところにより、当該子を養育」とあるのは「要介護者

のある職員が市規則で定めるところにより、当該要介護者を介護」と

読み替えるものとする。 

５  略 ５  略  

   

 

   

付 則   

この条例は、平成29年４月１日から施行する。   

   

 


